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研究成果の概要（和文）：本研究課題では、高齢社会における住宅需要を検討するために、日本家計パネル調査
を用いて、ミクロ計量経済分析の方法により研究を行っている。高齢者の住替え行動の研究では、介護施設と高
齢者の転居の関係を分析している。その結果、子どもがいない単身男性、あるいは子供がいなく世帯主の年齢が
75歳以上の借家世帯において、介護施設の多い地域に転居する傾向が見られた。住宅の相続と資産蓄積の関係に
ついての研究では、親の住宅を相続後に自宅として活用できている子ども世帯は、その住宅が特に大きな経済的
余裕をもたらす傾向が見られた。このような世帯では、住宅に関するコストを削減し、金融資産の蓄積を図って
いる可能性がある。

研究成果の概要（英文）：Housing policy is becoming increasingly important in Japan due to the aging 
population. To examine the various aspects of housing demand in the aging population, this study 
mainly conducts two researches through the microeconometric analysis of household panel data. The 
first research examines the relationship between long-term care (LTC) facilities and the residential
 mobility of elderly households. Elderly households with less ability of nursing care inside the 
household, such as single male renters without children and renters without children headed by 
people aged 75 or older, tend to move to cities with an adequate level of LTC facilities. The second
 research suggests that the possibility of inheriting housing in the future encourages the heir to 
live in their parents’ house. Housing inheritance decreases housing costs and increases saving 
through the relaxation of several constraints, such as liquidity and borrowing constraints.

研究分野：応用計量経済分析

キーワード： 高齢者　転居　相続　ミクロ計量経済分析
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
我が国では、将来予測から、2036 年に高
齢者人口は 3,808万人、高齢化率は 33.3%と
なり、3人に 1人が高齢者になるとされる(国
立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推
計人口（平成 29年推計）」)。このため、高齢
社会における住宅政策は重要性を増してい
る。 
高齢者の居住ニーズと住宅ストックとの
間には、以下の 3つのミスマッチが存在する
と考えた。第 1に、人口の 38.4%を占める高
齢者が住宅ストックの約 52％を所有する量
的なミスマッチが挙げられる(2004 年全国
消費実態調査)。第 2は、高齢者の居住する住
宅は、一般に老朽化が進み高齢者特有のニー
ズであるバリアフリー設備が不足している
ニーズに関するミスマッチである。第 3 は、
高齢者は、居住する住宅を子に遺産として残
したいと考えているが、親世代との同居は減
少傾向にある、親子間の居住形態意向に関す
るミスマッチである。 

 
２．研究の目的 

 
このようなミスマッチを解消する手段の
一つとして、住宅の住替えが考えられる。し
かしながら、現実には高齢者の住替えは多い
とは言えない。このような、高齢者による円
滑な住替えを阻害している要因を取り除く
ことは、次の 2 点で経済学的に見ても重要で
ある。第 1 に、もし高齢者が、その住宅需要
と比して過剰な住宅資産を有しているなら
ば、市場を通じた子育て世帯への住宅資産の
移転は、既存の住宅ストックの効率的な活用
につながる。第 2に、高齢者のニーズを満た
す住宅が供給されるのであれば、住替えは高
齢者世帯の居住水準の改善につながる。 
以上のような問題意識の下で、高齢社会の
住宅需要の多様な側面を検討するために、本
研究では、高齢者の住替え行動と、親の住宅
の相続可能性と親子の資産蓄積について、取
り組んでいる。 
 
(1) 高齢者の住替え行動 
高齢者の住替え行動の分析では、現在、単
身や夫婦のみの高齢者世帯が増えているた
めに、将来の介護施設への需要が増えること
が予測されている(日本創成会議, 2015,「東京
圏高齢化危機回避戦略」)。このような背景の
下で、世帯内の介護能力の低い世帯が、現在
の居住地域に比べて介護施設の多い地域に
転居しているかどうかに留意して、高齢者世
帯の転居行動を分析することを目的とした。 
また、持ち家を所有する高齢者世帯は、自
宅を貸して、より利便性の良い借家に転居す
る方法も考えられる。この際、自宅を保有し
つつ、賃貸期限を定める定期借家契約を利用
し賃貸する選択肢もある。しかし、この定期
借家契約は、広く流通していないので、この

理由について考察することも分析の目的と
している。 
 
(2) 親の住宅の相続可能性と親子の資産蓄積 
住宅を遺産とする場合、被相続人は保有し
ている住宅の価値を高めようとしているこ
とが指摘されている （石野, 2011）。しかし、
近年では、この遺産となった住宅が空き家に
つながってしまう事例も多く指摘されてい
る（空き家実態調査, 2014）。相続した住宅が
空き家となっているのであれば、保有する子
ども世帯の経済的な負担の増加につながっ
ている可能性が考えられる。このため、相続
された住宅が有効に活用されているのかは
検証されなければならない。子どもが相続し
た住宅を有効に活用できているのか否かは、
子どもの住宅需要や資産蓄積に表れること
が考えられる。このことを踏まえた上で、親
の住宅が遺産となることが、子どもあるいは
親の現在の資産蓄積に対してどのような影
響を与えているのかを明らかにすることが
目的である。特に本研究課題では親の住宅の
相続可能性と子どもの住居における親子の
費用分担の関係性から分析を行なっている。 
 
３．研究の方法 
 
研究の方法は、個票レベルのミクロ・デー
タを用いた計量経済分析である。分析で使用
した主たるデータとしては「日本家計パネル
調査(JHPS/KHPS)」である。JHPSは、2004年か
ら開始された「慶應義塾家計パネル調査
(KHPS)」と2009年から開始された「日本家計
パネル調査」を統合したデータである。KHPS 
は、調査開始後10 年が経過し、JHPS は、調
査時点での世帯主年齢の上限が設けられてお
らず、高齢者世帯が多く含まれるデータであ
るため、本研究における分析に適したデータ
である。本研究では、パネル・データを分析
するのに適当な分析手法を採用している。 
高齢者の住替えについては、転居世帯数が
多くないので、このことを考慮した上での計
量経済分析の方法を採用している。 
 
４．研究成果 
 
(1)高齢者の住替え行動 
高齢者の住替え行動の分析では、単身・夫
婦のみの高齢者世帯のように、世帯内の介護
能力の低い世帯が、現在の居住地域に比べて
介護施設の多い地域に転居しているかどう
かを 2004 年から 2015 年の JHPS/KHPS を用い
て分析した。 
持ち家世帯と借家世帯では、転居率が異な
るので（持ち家世帯：0.8%, 借家世帯:5.8%)
まず居住形態別にサンプルを分け、さらに子
どもの有無別にサンプルを分けて分析を行
った。 
現居住地域と転居する可能性のある近隣
地域の介護施設数との差からなる指標を作



成した。対象とした介護施設として、介護老
人福祉施設（特別養護老人ホーム）、有料老
人ホームを取り上げた。これらの施設では、
終身での入居が可能であるからである。また
分析に当たっては、少ない転居サンプル数を
説明するために生じる推定値の偏りを防ぐ
工夫を行った。 
その結果、借家に居住する単身男性世帯は、
介護老人福祉施設の多い地域へ転居する傾
向が見られた(図 1)。一方、単身女性世帯に
ついては、このような傾向は見られなかった。
世帯主が75歳以上の子どもなし借家世帯は、
現居住地よりも、介護福祉施設の多い地域に
転居する傾向が見られた(図 2)。一方、子ど
ものいる持ち家世帯については、他地域より
も有料老人ホームの多い地域に住んでいる
場合には、そこに住み続ける傾向が見られた。
これらの結果を、学会で報告し(Sumita, 2017, 
Asian Real Estate Society, Japanese 
Economic Association)、ワーキングペーパ
ーにまとめている(Sumita et al. 2018)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
注：***:1%水準, **:5%水準,*:10%水準でそれぞれ
有意にゼロと異なることを示す。 
図 1:近隣都道府県と現居住地域での各介護
施設数の差に対する、単身男性世帯の転居性
向 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
注：***:1%水準, **:5%水準,*:10%水準でそれぞれ
有意にゼロと異なることを示す。 
図 2: 近隣都道府県と現住居地域での各介護
施設数の差に対する、世帯主 75 歳以上の世
帯の転居性向 
 
(2) 定期借家に関する研究 
従来からある普通借家契約に対して、2000
年 3月に導入された定期借家は、賃貸借期間
を定めた賃貸契約であり、高齢者世帯が自宅

を貸し、より利便性の高い住居に住替える際
にも利用されている（移住・住みかえ支援機
構「マイホーム借り上げ制度」）。しかし普及
率が低く、短期間の契約では、従来からある
普通借家よりも高いことがある。Yoshida, 
Seko and Sumita (2016)、吉田・瀬古・隅田
(2017)は、この理由を理論的に考察し、
JHPS/KHPS を用いて分析をした。 
普通借家については、多くの場合、借家人
による 1－3 か月前の予告により契約を解除
できる。定期借家についても、借家人による
契約の中途解約が、面積 200 ㎡未満の居住用
物件については普通借家と同様に認められ
ている。 
理論的には、家主の直面する取引コスト
(募集・空室・契約などに係るコスト)がない
場合には、借家人のもつ解約権に対する対価
が賃料に含まれるので、契約期間が長くなる
に従い家賃が高くなる。つまり、定期借家家
賃は普通借家家賃より低く、長期契約になる
ほど普通借家家賃に接近する傾向がある。 
しかし、家主の取引コストが高い場合、短
期契約を提供するには、より頻繁に生じる取
引コストを埋め合わせるだけの高い家賃が
必要となる。その場合、短期の定期借家家賃
は一般借家家賃よりも高くなり、賃料期間構
造は短期では右下がりに、長期では右上がり
となる。しかし、借家人にとっては中途解約
ができるので、右下がりの期間構造は合理的
ではない。従って、取引コストが高い場合に
は、短期の契約は観察されないか、または高
い短期賃料が観察されるとすれば短期でし
か契約できない、例えば、信用力の低い借家
人がいる場合になる。 
これらの理論予測をJHPS/KHPSにより検証
した。その主要な結果が図 3である。空き家
率の低い地域では、定期借家家賃と普通借家
の差である相対賃料率の期間構造は右上が
りで、契約期間が長くなるにつれ家賃は一般
借家家賃に接近していく。しかし空き家率の
高い地域では、短期の定期借家契約は少なく、
家賃も中長期契約より高くなり、U 字型の期
間構造が見られた。そして信用力の低い借家
人が短期の契約を利用する傾向が見られた。 
この研究は、借家人による賃貸契約の中途
解約が、定期借家が普及しないことの要因の
一つであることを示唆している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 3:空家率別の相対賃料（定期借家家賃-普
通借家家賃）の期間構造 



 
(3) 親の住宅の相続可能性と親子の資産蓄積 
JHPS/KHPS では、調査対象者に対して、毎
年親の住宅を相続する可能性の有無につい
て調査を行っており、特に 2015 年には住宅
の相続経験についても調査を行っている。こ
のため、本研究においては JHPS/KHPS の 2015
年版を用いて分析を行った。 
まず子どもの住居に対する費用分担に対
する相続期待の影響について分析を行った。
JHPS/KHPS では各持家世帯に対して住宅の名
義を調査しているため、同じ持家世帯であっ
ても名義を識別することができる。このこと
から、居住形態の選択について、①子ども名
義の持家、②親子で共同名義の持家、③親名
義の持家、④借家の 4つの選択肢を分析する
ことが可能になっている。 
本研究では、親が生きている子ども世帯が
この 4 つの選択の決定要因を分析している。
分析にあたっては、相続期待が居住形態の選
択に与える純粋な影響を抽出するための工
夫も行っている。この場合、住宅の相続可能
性には影響を与えるが、それ以外の経路では
居住形態の選択に影響を与えない情報を用
いて分析を行う必要がある。本研究ではこの
情報として、調査対象者の兄弟構成に関する
属性を用いている。 
分析の結果、親の住宅を相続することが期
待される子ども世帯においては、平均的には
9-23％ほど子ども名義の持家を選択しなく
なることが示されている。このことから、親
の住宅を相続する予定がある場合には、自分
で費用を負担して住宅を購入しなくなり、住
宅に関する支出を抑制していることが考え
られる。 
続いて、住宅資産の蓄積について、分析を
行ったところ、住宅の相続経験があった世帯
の方が高価な住宅に住んでいることが示唆
された。このことは、親が遺産としてのこそ
うとしている住宅は比較的高価な住宅であ
ることに起因していることが考えられる。 
ただし、貯蓄額に対する住宅資産の割合に
ついての分析からは、むしろ住宅の相続経験
は負に有意な効果があることも表されてい
る。つまり、住宅の相続があると住宅資産の
蓄積額は増すが、それ以上の割合で貯蓄額が
上昇するのである。相続を行った子ども世帯
においては、住宅ローンなどの支出を削減す
ることが可能であり、貯蓄し易くなっている
ことが考えられる。 
上記の結果からは、親の住宅を相続するこ
とは、経済的な負担というよりもむしろ、平
均的には経済的な余裕をもたらしているこ
とがうかがえる。加えて、これらの居住形態

や資産蓄積に関する傾向は相続した住宅に
住んでいる、あるいは住む予定の子ども世帯
において特に強くなっていることも示され
ている。親の住宅を相続した後に自宅として
活用できている世帯においては、住宅が特に
大きな経済的余裕をもたらしていることが
考えられる。近年の空き家問題との関連を考
えれば、相続された住宅が自宅として利用で
きるのかが重要な分岐になっていることが
考えられ、どのようにして分岐がなされるの
かは今後の分析課題としたい。これらの結果
についてはいくつかの学会で報告を行って
いる。（Ishino, Seko, Sumita and Naoi, 2017, 
Asian Real Estate Society, 応用地域学会） 
 
(4)住宅価格の変動と世帯形成 
所得が増えると、家計の出生率は上昇する
だろうか。資産としての住宅に着目し、家計
の損失回避行動を考慮に入れて、住宅価格の
変動が子どもの出生に与える影響を見た論
文が Iwata and Naoi (2017)である。この研
究では 2004 年から 2015 年までの JHPS/KHPS
を用いて、持ち家に居住し、調査期間中に転
居および増改築を経験していない、20 歳から
45 歳までの有配偶女性の出生行動を分析し
ている。その結果、平均住宅価格 2350 万円
を参照価格とすると、住宅価格が参照価格か
ら 100 万円上昇すると、出生確率は 0.0043%
ポイントだけ上昇する。一方、住宅価格が参
照価格から 100 万円下落すると、出生確率は
0.17%ポイントの低下が見られた。以上の分
析結果は、日本の出生率の低下に対して、こ
の分析期間を通じた住宅価格の下落が要因
の一つとして関連していることを示してい
る。また、研究分担者の直井は、この研究な
どを理由に応用地域学会より 2017 年に坂下
賞を受賞している。 
 
(5) 都市インフラと賃金所得 
Zheng and Kuroda (2017)は、中国におけ
る 2002 年と 2007 年のミクロレベルのデータ
と都市特性を捉えた地方レベルのデータと
を組み合わせて、都市インフラが賃金所得に
与える影響をミクロ計量経済学の方法によ
り分析した。都市部の生活費と人口規模の影
響を制御した結果、都市インフラの賃金プレ
ミアム効果の存在が確認された。つまり、よ
り高い水準のインフラを持つ都市では、賃金
が高いことがわかった。また、都市インフラ
の賃金プレミアム効果は、個人の教育水準に
よって異なり、教育水準が高いほど、賃金プ
レミアムの影響は大きくなる傾向が見られ
た。 これらの推定結果は、内生性およびサ
ンプル選択バイアスなど様々なテストに対
して頑健な結果であった。この結果は、イン
フラが個人の賃金所得を決める要因の一つ
となっていることを示し、わが国においても、
インフラ整備の重要性を示唆するものであ
る。 
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